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１. 財政再建を標榜して発足したキャメロン政権が６月の緊縮予算案で示した中期財政再建

計画の具体策となる「歳出レビュー2010」を 10 月 20 日に公表した。2014 年までの４

年間で累計約 810 億ポンド（約 10 兆円）の歳出削減に挑むことになる。 
２. 期間中、福祉支出を総額 180 億ポンド削減するほか、年金支給開始年齢を 2020 年まで

に 65 歳から 66 歳に引き上げる方針も示された。各省庁の歳出限度額は「国家の最優先

事項（オズボーン財務相）」である医療、教育、国防と対外援助などを除き、6 月の緊急

予算案で示された 25％前後削減する。 
３. 福祉支出の削減が最貧困層に及ぼす影響のほか、49 万人にのぼる公務員の人員削減の影

響も懸念されている。産業界は前向きな評価の一方、景気への影響を懸念する声がある。 
４. 緊縮財政政策が回復力の弱い経済に及ぼす影響は金融政策の運営にとっても悩ましい材

料であり、ＢＯＥは財政緊縮による景気の下振れに対処できるよう、当面の間、量的緩

和拡大の選択肢を確保しておくだろう。 

戦後最悪の状況にあるイギリスの財政～政府債務残高対ＧＤＰ比の推移～ 
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（ ４年間で 810 億ポンドの歳出削減方針を示した「歳出レビュー2010」 ） 

財政再建を標榜して発足したキャメロン政権が、６月の緊縮予算案で示した中期財政再建計画の

具体策となる「歳出レビュー2010（以下、レビュー）」を 10 月 20 日に公表した。レビューによれ

ば、毎年管理歳出（Annually Managed Expenditure, ＡＭＥ）と省庁別歳出限度額（Departmental 
Expenditure Limit、 DEL）の合計である歳出総額（Total Managed Expenditure、ＴＷＥ、図表

１参照）ベースで、2014 年度までの４年間の削減額は累計で 810 億ポンド（約 10 兆円）とされて

おり、イギリスは戦後最大の歳出削減に挑むことになる。 
 
図表１ 2010 年～2011 年度歳出総額（ＴＷＥ） 
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（資料）「歳出レビュー2010」 

 

図表２ 「歳出レビュー2010」対象期間中の 

累計歳出削減額 

（単位：億ポンド）
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（注）ＤＥＬがインフレ率と連動して増大し、ＡＭＥはキ

ャメロン政権が発足後に独立機関として設立した予

算責任局（Office of Budget Responsibility、ＯＢＲ）

による政策変更を行なわない場合の見通しに推移し

た場合との比較 

（資料）「歳出レビュー2010」 

キャメロン政権は、レビューに先立つ６月の緊縮予算案で、財政赤字の対ＧＤＰ比を、ＥＵ基準

で 2009 年度（2009 年 4 月～2010 年 3 月）の 11.3％から 2015 年度に 1.2％に引き下げる目標を設

定、当初は赤字削減効果が大きい増税に重きを置き、後半に行くほど成長促進効果が大きい歳出削

減の比重を高め、歳出削減 80％、増税 20％の比重で進める方針を明らかにした。増税措置につい

ては高額所得者を対象とする株式譲渡益への課税引き上げ（18％→28％）を即日実施し、2011 年

の 1 月 1 日からのＶＡＴの引き上げ（17.5％→20％）、銀行税の導入（初年度 0.04％、以後は 0.07％）

を予定している。他方、歳出については公務員給与２年間凍結（低所得者を除く）、福祉支出の削

減（子ども手当て３年間凍結、住宅補助の見直しなど）、経常歳出を中心とする省庁予算の 25％カ

ットなどの方針を示していた。 
今回のレビューは、こうした方針に沿った歳出削減の具体策を示したものであり、歳出のおよそ

３分の１を占める福祉支出の削減額を70億ポンドを積み増し、総額180億ポンドに増額したほか、

年金支給開始年齢を 2020 年までに 65 歳から 66 歳に引き上げる方針も示された。 
省庁別の歳出限度額（ＤＥＬ）については、多くの省庁が 6 月の緊急予算案で示された 25％前

後の削減となるが、「国家の最優先事項（オズボーン財務相）」である医療、教育、国防などは例外

とされ国民医療制度（ＮＨＳ）の経常支出は 1.3％増、教育省の経常支出も全体で 3.4％の削減とす

るが学校向けの予算は増額する。国防関連でも陸海空軍の 4 万２千人の削減が予定されているが、

防衛省の削減幅は 7.5％と相対的に低く抑えられた。この他、対外援助（ＯＤＡ）については 2010
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年度の国民所得比 0.56％から 2014 年度には 0.7％まで引き上げる方針であり、国際開発庁も 37％
増となった。この結果、平均の削減幅は 19％となった（図表１）。クアンゴと呼ばれる公社・特殊

法人の廃止や資産売却なども予定されている。 
 

図表３ 省庁別歳出限度額「歳出レビュー2010」対象期間中の 
（単位：億ポンド）

2010‐11 2014-15 
実質累計
増減率
（％）

2010‐11 2014-15 
実質累計
増減率
（％）

2010‐11 2014-15 

教育 508 539 -3.4 76 34 -60.0 584 572

国民医療制度（ＮＨＳ） 987 1098 1.3 51 46 -17.0 1038 1144

運輸 51 44 -21.0 77 75 -11.0 128 120

CLG コミュニティー 22 12 -51.0 68 20 -74.0 90 32

CLG 地方自治 285 229 -27.0 0 0 -100.0 285 229

民間企業・技術革新・職業技能 167 137 -25.0 18 10 -52.0 186 146

内務 93 78 -23.0 8 5 -49.0 101 83

司法 83 70 -23.0 6 3 -50.0 89 73

法務 7 6 -24.0 0 0 -46.0 7 6

防衛 243 247 -7.5 86 87 -7.5 329 335

外務英連邦 14 12 -24.0 2 1 -55.0 16 13

国際開発 63 94 37.0 16 20 20.0 78 115

エネルギー・気候変動 12 10 -18.0 17 27 41.0 29 37

環境・食糧・農村 23 18 -29.0 6 4 -34.0 29 22

文化・メディア・スポーツ 14 11 -24.0 2 1 -32.0 15 13

オリンピック - - - 10 -1  - 10 1

労働年金 68 76 2.3 2 2 -5.5 70 78

スコットランド 248 254 -6.8 34 23 -38.0 282 277

ウェールズ 133 135 -7.5 17 11 -41.0 150 146

北アイルランド 93 95 -6.9 12 8 -37.0 105 103

歳入、税関 35 32 -15.0 2 1 -44.0 37 34

財務 2 1 -33.0 0 0 -30.0 2 2

内閣 3 4 28.0 0 0 -28.0 4 5

単一情報会計 17 18 -7.3 3 3 -2.8 20 21

小規模・独立機関 18 14 -27.0 1 1 -52.0 18 14

準備金 20 25 - 21 11  - 41 36

特別準備 34 28 - 7 8  - 41 36

経常支出 資本支出 合計

 

（資料）「歳出レビュー2010」 

 

（ 「歳出レビュー2010」の３原則のうち公平性と成長の面には懸念も ） 

レビューの発表にあたって、オズボーン財務相は、「財政の構造的な赤字は欧州最大」、「政府債

務の利払いに１日あたり 1.2 億ポンド（約 150 億円）、年間では 430 億ポンド（約 5.5 兆円）を費

やしている」として大規模な歳出削減への理解を求め、「改革、公平性、成長」を原則としたと説

明した。 
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しかしながら、福祉支出の削減を盛り込む内容となったことに対して、「上位２％の高額所得者

を除くと最貧困層が最も大きな打撃を受ける（財政研究所）」との声がある他、期間中の公務員の

人員削減は 49 万人にのぼることから雇用にもある程度の影響が及ぶことになろう。 
産業界からは英国産業連盟（ＣＢＩ）がレビューに対して「歳出削減は英国の繁栄のために不可

欠」であり「交通その他のインフラや教育、科学、低炭素経済など経済成長のための 20 億ポンド

の資本支出を積み増したことを評価」する一方、銀行税については「多くの雇用を創出している銀

行セクターの国外移転を招き、信用収縮が景気に悪影響を及ぼすおそれがある」として「法制化の

動きを見守る」との立場を示している。 
 

（ 見解が割れる金融政策委員会、引き続き量的緩和拡大の選択肢は確保 ） 

緊縮財政政策が、回復力の弱い経済に及ぼす影響は、金融政策の運営にとっても悩ましい材料で

ある。 
イングランド銀行（ＢＯＥ）の金融政策は、10 月の金融政策委員会（ＭＰＣ）まで 19 カ月連続

で政策金利を据え置き、資産買い取り（量的緩和）枠も 2009 年 11 月に 2000 億ポンドに引き上げ

た後、2010 年 1 月には枠を使い切ったものの、以後の増枠を見送っている。 
この間、資産買い取り残高についてはＭＰＣの委員は全員一致で決定してきたが、政策金利に関

しては６月以降、センタンス委員のみが 25bp の利上げに票を投じてきた。さらに 20 日に公表さ

れた 10 月のイングランド銀行の議事録によれば、キング総裁の政策金利と資産買い取り残高維持

の提案に対して９人の委員のうち７人の賛成に対して、センタンス委員が引き続き資産買い取り残

高維持と 25bp の利上げ票を投じる一方、ポーゼン委員が政策金利を維持する一方で資産買い取り

策の 2500 億ポンドへの増枠に票を投じ、見解が３つに分かれたことがわかった。 
世界金融危機と国内における住宅バブルの崩壊で戦後最大の景気後退を経験したイギリス経済

も、ここ３四半期はプラス成長が続いており、特に４～６月期は前期比 1.2％に回復ピッチが加速

した。しかし、ＮＩＳＥＲ（英国立経済社会研究所）の月次ＧＤＰによれば７～９月期の成長率は

0.5％に鈍化する見通しであり、生産の水準は危機前を大きく下回っている（図表４）。 
このように景気の回復基調が続いているものの、回復のテンポは鈍く、余剰生産能力を抱えるた

め、大規模な緊縮財政に踏み込むことによる景気下振れに対応するための追加的な緩和を意識せざ

るを得ない。その一方、インフレ率は９月も 3.1％でＢＯＥのインフレ目標である２％を１％以上

上回る推移が年初から続いているため、インフレ期待が上振れて、インフレ目標への回帰が遅れる

という上振れリスクへの警戒も解けない。こうした中でＭＰＣの委員の間でも見解が割れ、結果と

して現状維持での様子見が多数を占めていると思われる。 
11 月は金融政策決定の叩き台となる四半期に一度の「インフレ報告」の公表月にあたり、政策変

更の頻度は通常の月よりも高い。しかし、今回のレビューが直ちに「インフレ報告」の見通しの下

方修正につながることはなく、現状維持による様子見が大勢を占める状況は変わらないだろう。当

面の間、ＢＯＥは、財政緊縮による景気の下振れに対処できるよう、量的緩和拡大の選択肢を確保

しておくだろう。 
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図表４ イギリスの戦後の景気後退局面におけるＧＤＰの推移 

92

94

96

98

100

102

104

106

108

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
四半期

（ピーク＝100）

2008年～

1979年～1983年

1990～1993年

1973年～1976年

 

（注）2008 年～の局面の直近値はＮＩＳＥＲの月次ＧＤＰに基づく推定値 

（資料）ＯＮＳ 
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